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１．労働審判法の概要 

 

 個別労働関係民事紛争について、裁判官と労働関係に関する専門的な知識経験を有する者

が、事件を審理し、調停による解決の見込みがある場合にはこれを試み、その解決に至らな

い場合には、権利関係を踏まえつつ事案の実情に即した解決をするために必要な解決案（労

働審判）を定める手続（労働審判手続）を設け、あわせて、これと訴訟手続とを連携させる

ことにより、紛争の実情に即した迅速、適正かつ実効的な解決を図ることを目的とする労働

審判制度を創設する。 
 

１ 労働審判手続の主体 
 労働審判手続は、裁判官である労働審判官１名、労働関係に関する専門的な知識経験を

有する労働審判員２名で組織する労働審判委員会で行うものとする。 
 

２ 手続の進行 
 労働審判手続は、地方裁判所において行うものとし、当事者から労働審判手続の申立て

があった場合には、相手方の意向にかかわらず手続を進行させ、原則として、調停により

解決し又は労働審判を行うものとする。 
 

３ 迅速な審理 
 労働審判手続においては、特別の事情がある場合を除き、３回以内の期日で審理を終結

するものとする。 
 

４ 労働審判 
 労働審判委員会は、当事者間の権利関係及び労働審判手続の経過を踏まえて労働審判を

行うものとする。 
 労働審判に不服のある当事者は、２週間以内に異議の申立てをすることができ、その場

合には、労働審判はその効力を失うものとする。 
 異議の申立てがないときは、労働審判は、裁判上の和解と同一の効力を有するものとす

る。 
 労働審判委員会は、事案の性質上、労働審判手続を行うことが紛争の迅速かつ適正な解

決のために適当でないと認めるときは、労働審判を行うことなく労働審判事件を終了させ

ることができるものとする。 
 

５ 訴訟手続との連携 
 労働審判に対して異議の申立てがあった場合には、労働審判手続の申立てに係る請求に
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ついては、労働審判手続の申立ての時に、労働審判がなされた地方裁判所に訴えの提起が

あったものとみなすものとする。 
 労働審判を行うことなく労働審判事件が終了した場合についても同様とする。 
 これらの場合における訴えの提起の手数料については、労働審判手続の申立てについて

納めた手数料の額を控除した額の手数料を納めれば足りるものとする。 
 

２．労働審判法（平成十六年法律第四十五号） 

 

 （目的） 

第一条 この法律は、労働契約の存否その他の労働関係に関する事項について個々の労働者

と事業主との間に生じた民事に関する紛争（以下「個別労働関係民事紛争」という。）に関

し、裁判所において、裁判官及び労働関係に関する専門的な知識経験を有する者で組織す

る委員会が、当事者の申立てにより、事件を審理し、調停の成立による解決の見込みがあ

る場合にはこれを試み、その解決に至らない場合には、労働審判（個別労働関係民事紛争

について当事者間の権利関係を踏まえつつ事案の実情に即した解決をするために必要な審

判をいう。以下同じ。）を行う手続（以下「労働審判手続」という。）を設けることにより、

紛争の実情に即した迅速、適正かつ実効的な解決を図ることを目的とする。 

 （管轄） 

第二条 労働審判手続に係る事件（以下「労働審判事件」という。）は、相手方の住所、居所、

営業所若しくは事務所の所在地を管轄する地方裁判所、個別労働関係民事紛争が生じた労

働者と事業主との間の労働関係に基づいて当該労働者が現に就業し若しくは最後に就業し

た当該事業主の事業所の所在地を管轄する地方裁判所又は当事者が合意で定める地方裁判

所の管轄とする。 

 （移送） 

第三条 裁判所は、労働審判事件の全部又は一部がその管轄に属しないと認めるときは、申

立てにより又は職権で、これを管轄裁判所に移送する。 

２ 裁判所は、労働審判事件がその管轄に属する場合においても、事件を処理するために適

当と認めるときは、申立てにより又は職権で、当該労働審判事件の全部又は一部を他の管

轄裁判所に移送することができる。 

 （代理人） 

第四条 労働審判手続については、法令により裁判上の行為をすることができる代理人のほ

か、弁護士でなければ代理人となることができない。ただし、裁判所は、当事者の権利利

益の保護及び労働審判手続の円滑な進行のために必要かつ相当と認めるときは、弁護士で

ない者を代理人とすることを許可することができる。 

２ 裁判所は、前項ただし書の規定による許可を取り消すことができる。 
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 （労働審判手続の申立て） 

第五条 当事者は、個別労働関係民事紛争の解決を図るため、裁判所に対し、労働審判手続

の申立てをすることができる。 

２ 前項の申立ては、その趣旨及び理由を記載した書面でしなければならない。 

 （不適法な申立ての却下） 

第六条 裁判所は、労働審判手続の申立てが不適法であると認めるときは、決定で、その申

立てを却下しなければならない。 

 （労働審判委員会） 

第七条 裁判所は、労働審判官一人及び労働審判員二人で組織する労働審判委員会で労働審

判手続を行う。 

 （労働審判官の指定） 

第八条 労働審判官は、地方裁判所が当該地方裁判所の裁判官の中から指定する。 

 （労働審判員） 

第九条 労働審判員は、この法律の定めるところにより、労働審判委員会が行う労働審判手

続に関与し、中立かつ公正な立場において、労働審判事件を処理するために必要な職務を

行う。 

２ 労働審判員は、労働関係に関する専門的な知識経験を有する者のうちから任命する。 

３ 労働審判員は、非常勤とし、前項に規定するもののほか、その任免に関し必要な事項は、

最高裁判所規則で定める。 

４ 労働審判員には、別に法律で定めるところにより手当を支給し、並びに最高裁判所規則

で定める額の旅費、日当及び宿泊料を支給する。 

 （労働審判員の指定） 

第十条 労働審判委員会を組織する労働審判員は、労働審判事件ごとに、裁判所が指定する。 

２ 裁判所は、前項の規定により労働審判員を指定するに当たっては、労働審判員の有する

知識経験その他の事情を総合的に勘案し、労働審判委員会における労働審判員の構成につ

いて適正を確保するように配慮しなければならない。 

 （労働審判員の除斥） 

第十一条 民事訴訟法（平成八年法律第百九号）第二十三条、第二十五条及び第二十六条の

規定は、労働審判員の除斥について準用する。 

 （決議等） 

第十二条 労働審判委員会の決議は、過半数の意見による。 

２ 労働審判委員会の評議は、秘密とする。 

 （労働審判手続の指揮） 

第十三条 労働審判手続は、労働審判官が指揮する。 

 （労働審判手続の期日） 
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第十四条 労働審判官は、労働審判手続の期日を定めて、事件の関係人を呼び出さなければ

ならない。 

 （迅速な手続） 

第十五条 労働審判委員会は、速やかに、当事者の陳述を聴いて争点及び証拠の整理をしな

ければならない。 

２ 労働審判手続においては、特別の事情がある場合を除き、三回以内の期日において、審

理を終結しなければならない。 

 （手続の非公開） 

第十六条 労働審判手続は、公開しない。ただし、労働審判委員会は、相当と認める者の傍

聴を許すことができる。 

 （証拠調べ等） 

第十七条 労働審判委員会は、職権で事実の調査をし、かつ、申立てにより又は職権で、必

要と認める証拠調べをすることができる。 

２ 証拠調べについては、民事訴訟の例による。 

 （調停が成立した場合の費用の負担） 

第十八条 各当事者は、調停が成立した場合において、その支出した費用のうち調停条項中

に費用の負担についての定めがないものを自ら負担するものとする。 

 （審理の終結） 

第十九条 労働審判委員会は、審理を終結するときは、労働審判手続の期日においてその旨

を宣言しなければならない。 

 （労働審判） 

第二十条 労働審判委員会は、審理の結果認められる当事者間の権利関係及び労働審判手続

の経過を踏まえて、労働審判を行う。 

２ 労働審判においては、当事者間の権利関係を確認し、金銭の支払、物の引渡しその他の

財産上の給付を命じ、その他個別労働関係民事紛争の解決をするために相当と認める事項

を定めることができる。 

３ 労働審判は、主文及び理由の要旨を記載した審判書を作成して行わなければならない。 

４ 前項の審判書は、当事者に送達しなければならない。この場合においては、労働審判の

効力は、当事者に送達された時に生ずる。 

５ 前項の規定による審判書の送達については、民事訴訟法第一編第五章第四節（第百四条

及び第百十条から第百十三条までを除く。）の規定を準用する。 

６ 労働審判委員会は、相当と認めるときは、第三項の規定にかかわらず、審判書の作成に

代えて、すべての当事者が出頭する労働審判手続の期日において労働審判の主文及び理由

の要旨を口頭で告知する方法により、労働審判を行うことができる。この場合においては、

労働審判の効力は、告知された時に生ずる。 
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７ 裁判所は、前項前段の規定により労働審判が行われたときは、裁判所書記官に、その主

文及び理由の要旨を、調書に記載させなければならない。 

 （異議の申立て等） 

第二十一条 当事者は、労働審判に対し、前条第四項の規定による審判書の送達又は同条第

六項の規定による労働審判の告知を受けた日から二週間の不変期間内に、裁判所に異議の

申立てをすることができる。 

２ 裁判所は、異議の申立てが不適法であると認めるときは、決定で、これを却下しなけれ

ばならない。 

３ 適法な異議の申立てがあったときは、労働審判は、その効力を失う。 

４ 適法な異議の申立てがないときは、労働審判は、裁判上の和解と同一の効力を有する。 

５ 前項の場合において、各当事者は、その支出した費用のうち労働審判に費用の負担につ

いての定めがないものを自ら負担するものとする。 

 （訴え提起の擬制） 

第二十二条 労働審判に対し適法な異議の申立てがあったときは、労働審判手続の申立てに

係る請求については、当該労働審判手続の申立ての時に、当該労働審判が行われた際に労

働審判事件が係属していた地方裁判所に訴えの提起があったものとみなす。 

２ 前項の規定により訴えの提起があったものとみなされる事件は、同項の地方裁判所の管

轄に属する。 

３ 第一項の規定により訴えの提起があったものとみなされたときは、民事訴訟法第百三十

七条、第百三十八条及び第百五十八条の規定の適用については、第五条第二項の書面を訴

状とみなす。 

 （労働審判の取消し） 

第二十三条 第二十条第四項の規定により審判書を送達すべき場合において、次に掲げる事

由があるときは、裁判所は、決定で、労働審判を取り消さなければならない。 

 一 当事者の住所、居所その他送達をすべき場所が知れないこと。 

 二 第二十条第五項において準用する民事訴訟法第百七条第一項の規定により送達をする

ことができないこと。 

 三 外国においてすべき送達について、第二十条第五項において準用する民事訴訟法第百

八条の規定によることができず、又はこれによっても送達をすることができないと認めら

れること。 

 四 第二十条第五項において準用する民事訴訟法第百八条の規定により外国の管轄官庁に

嘱託を発した後六月を経過してもその送達を証する書面の送付がないこと。 

２ 前条の規定は、前項の規定により労働審判が取り消された場合について準用する。 

 （労働審判によらない労働審判事件の終了） 

第二十四条 労働審判委員会は、事案の性質に照らし、労働審判手続を行うことが紛争の迅
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速かつ適正な解決のために適当でないと認めるときは、労働審判事件を終了させることが

できる。 

２ 第二十二条の規定は、前項の規定により労働審判事件が終了した場合について準用する。

この場合において、同条第一項中「当該労働審判が行われた際に労働審判事件が係属して

いた」とあるのは、「労働審判事件が終了した際に当該労働審判事件が係属していた」と読

み替えるものとする。 

 （費用の負担） 

第二十五条 裁判所は、労働審判事件が終了した場合（第十八条及び第二十一条第五項に規

定する場合を除く。）において、必要と認めるときは、申立てにより又は職権で、当該労働

審判事件に関する手続の費用の負担を命ずる決定をすることができる。 

 （事件の記録の閲覧等） 

第二十六条 当事者及び利害関係を疎明した第三者は、裁判所書記官に対し、労働審判事件

の記録の閲覧若しくは謄写、その正本、謄本若しくは抄本の交付又は労働審判事件に関す

る事項の証明書の交付を請求することができる。 

２ 民事訴訟法第九十一条第四項及び第五項並びに第九十二条の規定は、前項の記録につい

て準用する。 

 （訴訟手続の中止） 

第二十七条 労働審判手続の申立てがあった事件について訴訟が係属するときは、受訴裁判

所は、労働審判事件が終了するまで訴訟手続を中止することができる。 

 （即時抗告） 

第二十八条 第三条第一項及び第二項、第六条、第二十一条第二項、第二十三条第一項並び

に第二十五条の規定による決定に対しては、即時抗告をすることができる。 

 （非訟事件手続法及び民事調停法の準用） 

第二十九条 労働審判事件に関しては、非訟事件手続法（明治三十一年法律第十四号）第一

編（第三条、第六条、第七条、第十条中民事訴訟に関する法令の規定中人証及び鑑定に関

する規定を準用する部分、第十一条、第十三条、第十五条、第二十一条並びに第三十二条

を除く。）並びに民事調停法（昭和二十六年法律第二百二十二号）第十一条、第十二条、第

十六条及び第三十六条の規定を準用する。この場合において、非訟事件手続法第二十六条

中「裁判前ノ手続及ビ裁判ノ告知ノ費用」とあるのは「労働審判事件ニ関スル手続ノ費用」

と、民事調停法第十一条中「調停の」とあるのは「労働審判手続の」と、「調停委員会」と

あるのは「労働審判委員会」と、「調停手続」とあるのは「労働審判手続」と、同法第十二

条第一項中「調停委員会」とあるのは「労働審判委員会」と、「調停の」とあるのは「調停

又は労働審判の」と、「調停前の措置」とあるのは「調停又は労働審判前の措置」と、同法

第三十六条第一項中「前二条」とあるのは「労働審判法（平成十六年法律第四十五号）第

三十一条及び第三十二条」と読み替えるものとする。 
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 （最高裁判所規則） 

第三十条 この法律に定めるもののほか、労働審判手続に関し必要な事項は、最高裁判所規

則で定める。 

 （不出頭に対する制裁） 

第三十一条 労働審判官の呼出しを受けた事件の関係人が正当な理由がなく出頭しないとき

は、裁判所は、五万円以下の過料に処する。 

 （措置違反に対する制裁） 

第三十二条 当事者が正当な理由がなく第二十九条において準用する民事調停法第十二条の

規定による措置に従わないときは、裁判所は、十万円以下の過料に処する。 

 （評議の秘密を漏らす罪） 

第三十三条 労働審判員又は労働審判員であった者が正当な理由がなく評議の経過又は労働

審判官若しくは労働審判員の意見若しくはその多少の数を漏らしたときは、三十万円以下

の罰金に処する。 

 （人の秘密を漏らす罪） 

第三十四条 労働審判員又は労働審判員であった者が正当な理由がなくその職務上取り扱っ

たことについて知り得た人の秘密を漏らしたときは、一年以下の懲役又は五十万円以下の

罰金に処する。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して二年を超えない範囲内において政令で定める日

から施行する。 

ただし、第九条の規定は、公布の日から起算して一年六月を超えない範囲内において政令で

定める日から施行する。 

 （国の債権の管理等に関する法律の一部改正） 

第二条 国の債権の管理等に関する法律（昭和三十一年法律第百十四号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第三十一条中「争」を「争い」に改め、「又は」を削り、「（昭和二十六年法律第二百二十二

号）」の下に「若しくは労働審判法（平成十六年法律第四十五号）」を加え、「応ずる」を「応

じ、又は同法第二十一条第一項の規定による異議の申立てをしない」に改める。 

 第三十二条第一項中「又は調停」を「、調停又は労働審判（労働審判法第二十条の規定に

よる労働審判をいう。第三十八条第三項において同じ。）」に、「見込」を「見込み」に改める。 

 第三十八条第三項中「若しくは調停に応ずる」を「調停に応じ、若しくは労働審判法第二

十一条第一項の規定による異議の申立てをしない」に、「和解若しくは調停」を「和解、調停

若しくは労働審判」に改める。 
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 （民事訴訟費用等に関する法律の一部改正） 

第三条 民事訴訟費用等に関する法律（昭和四十六年法律第四十号）の一部を次のように改

正する。 

 第三条第二項を次のように改める。 

１ 次の各号に掲げる場合には、当該各号の申立てをした者は、訴えを提起する場合の手数

料の額から当該申立てについて納めた手数料の額を控除した額の手数料を納めなければな

らない。 

一 民事訴訟法第二百七十五条第二項又は第三百九十五条若しくは第三百九十七条第三

項の規定により和解又は支払督促の申立ての時に訴えの提起があつたものとみなされ

たとき。 

二 労働審判法（平成十六年法律第四十五号）第二十二条第一項（同法第二十三条第二

項及び第二十四条第二項において準用する場合を含む。）の規定により労働審判手続の

申立ての時に訴えの提起があつたものとみなされたとき。 

 第九条第三項中第四号を第五号とし、第三号を第四号とし、第二号の次に次の一号を加え

る。 

  三 労働審判法による労働審判手続の申立て   却下の裁判の確定又は最初にすべき

労働審判手続の期日の終了前におけ

る取下げ 

  第九条第四項中「同項第四号」を「同項第五号」に改める。 

  第十四条中「若しくは調停」を「、調停若しくは労働審判」に改める。 

  別表第一の一四の項中「申立て」の下に「又は労働審判法による労働審判手続の申立て」

を加え、「調停を求める」を「調停又は労働審判を求める」に改める。 

  別表第一の一七の項ホ中「第十七条第一項の規定による申立て」の下に「、労働審判法

第四条第一項ただし書の規定による弁護士でない者を代理人に選任することの許可を求め

る申立て」を加える。 

 （民事執行法の一部改正） 

第四条 民事執行法（昭和五十四年法律第四号）の一部を次のように改正する。 

  第三十三条第二項第六号中「又は調停（上級裁判所において成立した和解及び調停を除

く。）」を「若しくは調停（上級裁判所において成立した和解及び調停を除く。）又は労働審

判」に、「又は調停が」を「若しくは調停が」に、「又は家庭裁判所」を「若しくは家庭裁

判所」に改め、「地方裁判所）」の下に「又は労働審判が行われた際に労働審判事件が係属

していた地方裁判所」を加える。 

  第三十九条第一項第二号中「又は調停」を「、調停又は労働審判」に改め、同項第四号

中「又は調停」を「若しくは調停」に改め、「正本」の下に「又は労働審判法（平成十六年

法律第四十五号）第二十一条第四項の規定により裁判上の和解と同一の効力を有する労働
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審判の審判書若しくは同法第二十条第七項の調書の正本」を加える。 

  第四十二条第三項及び第百七十四条第一項中「若しくは調停」を「、調停若しくは労働

審判」に改める。 

 （民事保全法の一部改正） 

第五条 民事保全法（平成元年法律第九十一号）の一部を次のように改正する。 

  第三十七条第五項中「申立てを」の下に「、本案が労働審判法（平成十六年法律第四十

五号）第一条に規定する事件であるときは地方裁判所に対する労働審判手続の申立てを」

を加え、同条第六項中「事件」の下に「、同項の労働審判手続」を、「調停の成立」の下に

「、労働審判（労働審判法第二十九条において準用する民事調停法（昭和二十六年法律第

二百二十二号）第十六条の規定による調停の成立及び労働審判法第二十四条第一項の規定

による労働審判事件の終了を含む。）」を加え、同条第七項中「提起され」の下に「、又は

労働審判法第二十二条第一項（同法第二十三条第二項及び第二十四条第二項において準用

する場合を含む。）の規定により訴えの提起があったものとみなされ」を加える。 
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３．諸外国の労働紛争処理制度の概要 

項  目 フ ラ ン ス ド  イ  ツ イ ギ リ ス 注１ ア メ リ カ 

司法機関 ・労働審判所 

・通常裁判所（大審裁判所、小審裁判所） 

＊集団的労働事件等を扱う。 

・労働裁判所 ・雇用審判所 

・通常裁判所 

＊契約違反、不法行為等コモンローに

関する労働事件を扱う。 

・通常裁判所（連邦及び州） 

＊労働事件を扱う特別の裁判所

はない。 

行政機関 ・全国調停委員会、地方調整委員会 

＊集団的な労使紛争の調停を行う。 

・労働監督官 

＊労働条件の監督を行うが、事実上の

紛争調停機能を果たしているとさ

れる。 

・営業監督署 

＊安全衛生や労働災害の監督を行う

が、賃金や労働事件等の労働条件に

関する監督は行っていない。 

・助言・あっせん・仲裁局（ACAS） 

＊労使等に対する助言、個別紛争及び

集団紛争のあっせん、不公正解雇事

件の仲裁等を行う。 

＊雇用審判所に申し立てられた事件

については、まずACASによるあっ

せんが試みられる。 

・中央仲裁委員会（CAC） 

＊集団紛争の仲裁等を行う。 

・雇用機会均等委員会（EOC） 

＊性差別事件に関する助言・指導、是

正勧告等を行う。 

・人種平等委員会（CRE） 

＊人種差別事件に関する助言・指導、

是正勧告等を行う。 

・その他（障害者権利委員会（DRC）等） 

・全国労働関係局（NLRB） 

＊不当労働行為事件の審査、救済

等を行う。 

・連邦調停あっせん局（FMCS） 

＊労働争議の調整等を行う。 

・雇用機会均等委員会（EEOC） 

＊雇用差別事件の調整による解

決、訴追等を行う。 

・その他各州の機関等 

・連邦労働省 

＊公正労働基準法に基づく監督

等を行う。 

紛
争
処
理
制
度
の
全
体
像
の
概
要 

私的手続 ・企業内の労働者代表制度（従業員代表

委員及び組合代表委員） 

＊個々の労働者の苦情処理を行う。 

・その他 

・調停委員会（企業内で設置。労働協約） 

＊集団的な労使交渉の調停を行う。 

・仲裁委員会（企業内で設置。経営組織

法に基づく。） 

＊企業内の従業員代表組織と使用者

の間の集団的な利益紛争を扱う。 

・経営協議会（従業員代表組織）による

苦情処理等 

・企業内の苦情処理制度（労働協約、就

業 

・その他 

・仲裁（労働協約、個別契約） 

＊基本的には仲裁判断が終局的

な判断となり、司法審査は排除

される。 

・その他（調停、企業内の苦情処理

手続、オンブズパーソン等） 

裁判制度の概要 労働審判所（Conseil de prud'hommes） 

 

労働裁判所（Arbeitsgericht） 

 

雇用審判所 

（ET；Employment Tribunal） 

通常裁判所 

（連邦裁判所及び州裁判所） 

 管  轄 ・労働契約に関して発生する個別的な民

事紛争（解雇、契約の存在確認、賃金・

諸手当の支払い請求等）を扱う。 

・集団的紛争であっても個々の労働者が 

・個別的及び集団的労使関係から生ずる

民事紛争を専属的に管轄する。 

・労働裁判所の手続には、判決手続と決

定手続があり、それぞれの手続で扱う 

・特定の制定法の下での権利に関する労

働関係民事紛争（不公正解雇、賃金関

係、差別、剰員整理等）を扱う。 

・雇用の終了に関する損害賠償事件につ 

(1) 連邦裁判所 

 連邦法に関する紛争及び州籍相

違の紛争を扱う。 

(2) 州裁判所 
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項  目 フ ラ ン ス ド  イ  ツ イ ギ リ ス 注１ ア メ リ カ 

  当事者となるものは、労働審判所で扱

われる。 

 

（参考）労働審判所以外の裁判所が管轄

する労働関係事件 

・行政裁判所：労働関係の行政処分に

対する不服の申立等 

・通常裁判所：組合代表委員の任免等

に関する訴訟（小審裁判所）、違法

争議等による損害賠償請求等の集団

的な民事紛争（訴額に応じて大審裁

判所又は小審裁判所が管轄する。）

等 

事件には次のようなものがある。 

(1) 判決手続 

①雇用関係に関する個別的紛争 

＊個別の労働者と使用者の間の雇用

関係から発生する紛争（賃金、年休

等） 

＊雇用関係の存否に関する紛争（解雇

等） 

＊雇用関係に関する不法行為事件等 

②労働協約に関する集団的紛争 

＊労働協約から生ずる協約当事者間

等での紛争 

＊協約当事者間等における不法行為

事件（違法争議に伴う損害賠償等） 

(2) 決定手続 

①経営組織法上の紛争及び企業共同決

定に関する紛争 

＊経営協議会の共同決定の効力に関

する紛争、監査役会の労働者代表選

出に関する紛争等） 

②協約締結権限と協約管轄を巡る紛争 

 

（注意）判決手続において、解雇事件と

差別事件については、迅速な処理を目

的とする特別な手続がある。 

いても、訴額２万５千ポンド未満の紛

争は雇用審判所にも管轄権がある。 

 

（参考）通常裁判所が管轄する労働関係

事件 

・契約違反、不法行為に基づく損害賠

償請求等コモンローに関する事件 

＊県裁判所：訴額５万ポンド未満 

＊高等法院：訴額５万ポンド以上等 

  各州の労働立法に関する紛争及

びコモンローに関する不法行為、契

約違反等の紛争を扱う。 

 なお、通常は連邦法についても管

轄権を有している。 

 審級制度 第一審：労働審判所 

控訴審：控訴院（社会部） 

＊訴額が一定額以下の場合は、破棄院

への上訴のみ可能。 

最終審：破棄院（社会部） 

＊法律問題のみを取り扱う。 

 

（注意）控訴院及び破棄院は通常の司法

裁判所である。 

第一審：労働裁判所 

控訴審：州労働裁判所 

＊控訴できるのは、訴額が600ユーロ

以上の事件、第一審判決が控訴を許

容している事件、解雇事件等に限ら

れる。 

最終審：連邦労働裁判所 

＊法律問題のみを取り扱う。 

＊上告できるのは、第二審判決が控訴

を許容している事件、第二審判決が

連邦労働裁判所の判例と異なる事件

等に限られる。 

＊第二審判決の行った上告の不許可に 

第一審：雇用審判所 

控訴審：雇用控訴審判所（EAT；Emplo- 

yment Appeal Tribunal） 

＊原則として法律問題のみを取り扱

う。 

第三審：控訴院 

＊法律問題のみを取り扱う。 

最終審：貴族院 

＊法律問題のみを取り扱う。 

 

（注意）控訴院及び貴族院は通常の司法

裁判所である。 

(1) 連邦裁判所 

 第一審：連邦地方裁判所 

 控訴審：連邦控訴裁判所 

 最終審：連邦最高裁判所 

(2) 州裁判所 

＊州によって制度は異なるが、一

般的には三審制である。 
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項  目 フ ラ ン ス ド  イ  ツ イ ギ リ ス 注１ ア メ リ カ 

   対する抗告を連邦労働裁判所が認め

た場合にも上告できる。 

  

（参考）ドイツには５つの系統の最高裁

判所（通常・行政・労働・社会・租税）

がある。 

  

 組 織 【労働審判所】 

(1) 業種ごとの部 

 以下の５つに分かれており、事件の担

当部は、使用者の属する業種によって決

定される。 

①管理職部 

②工業部 

③商業・サービス業部 

④農業部 

⑤雑職業部：上記以外の業種を担当 

(2) 調停部・判決部 

 (1)の各部ごとに、調停部及び判決部

が置かれている。 

①調停部：調停手続を担当 

 ＊審判官２名（労使各１名） 

②判決部：判決手続を担当 

 ＊審判官４名（労使各２名） 

(3) 急速審理部 

 仮処分や判決の仮執行を担当する部

署として置かれている。 

＊審判官２名（労使各１名） 

 

（注意）労働審判所には、職業裁判官は

おらず、労使から選出される非職業裁

判官のみで構成される。 

【労働裁判所】 

(1) 設置 

 第一審の裁判所として、各州において

設置される。 

(2) 構成 

 職業裁判官（裁判長）１名と非職業裁

判官（名誉職裁判官）２名（労使各１名）

で構成される。 

 

【州労働裁判所】 

(1) 設置 

 控訴審の裁判所として、各州において

設置される。 

(2) 構成 

 職業裁判官（裁判長）１名と名誉職裁

判官２名（労使各１名）で構成される。 

 

【連邦労働裁判所】 

(1) 小法廷 

 10の法廷を置き、扱う事件の種類を

分担している。 

＊職業裁判官（裁判長を含む。）３名 

＊名誉職裁判官２名（労使各１名） 

(2) 大法廷 

＊職業裁判官（連邦労働裁判所長官を

含む。）６名 

＊名誉職裁判官４名（労使各２名） 

【雇用審判所】 

・構成 

 職業裁判官（審判長）１名と非職業

審判官（素人審判官；lay member）２

名（労使各１名）で構成される。 

 

【雇用控訴審判所】 

・構成 

 職業裁判官（審判長）１名と素人裁

判官２名（労使各１名）で構成される。 

＊特に重要な事件の場合には、素人裁

判官４名（労使各２名）となる場合

もある。 

 

（労働事件を扱う特別な裁判所はな

い。） 

 裁 

判 

官 

選任方法 【審判官】 

・労働者及び使用者による直接選挙で選

出される。 

(1) 選挙権 

一定の職業に従事している等の要 

【職業裁判官】 

(1) 第一審 

 労使団体の代表者、労働裁判所当局が

加わる委員会との協議を経た後、州最高

官庁（州労働大臣等）の推薦に基づいて 

【職業審判官】 

(1) ET 

 ７年以上の実務経験を有する法律家

（ソリシター又はバリスター）の中から

大法官によって任命される。 

（労働事件を扱う特別な裁判所はな

い。） 
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項  目 フ ラ ン ス ド  イ  ツ イ ギ リ ス 注１ ア メ リ カ 

   件を満たす16歳以上の労働者及び使

用者 

(2) 被選挙権 

労働審判所の選挙人名簿に登録さ

れている等の要件を満たす21歳以上

の者 

(3) 選挙制度 

労使団体が作成する部ごとの候補

者リストに対する投票による比例代

表制 

＊使用者は、労働者が投票のために職

場を離れることを認めなければな

らず、その間の賃金を減額してはな

らない。 

任命される。 

(2) 第二審 

 労使団体の意見を聴取した上で任命

される。 

(3) 連邦労働裁判所 

 連邦労働社会省と裁判官選考委員会

（州労働大臣全員と連邦議会選出委員

で構成）の共同提案に基づき、連邦大統

領によって任命される。 

 

【名誉職裁判官】 

(1) 第一審及び第二審 

 管轄区域内の労使団体が提出する候

補者リストの中から、少数派にも公正に

考慮して、州労働大臣が任命する。 

＊被選出資格は、労働裁判所の場合は

25歳以上の者、州労働裁判所の場合

は30歳以上の者である。 

(2) 連邦労働裁判所 

 労使団体が提出する候補者リストの

中から、少数派にも考慮して、連邦労働

社会大臣が任命する。 

＊被選出資格は、35歳以上の者である。 

 (2) EAT 

 高等法院及び控訴院の裁判官の中か

ら大法官によって任命される。 

 

【素人審判官】 

(1) ET 

 労使団体との協議を経た後、国務大臣

によって任命される。 

(2) EAT 

 労使関係に関する特別な知識経験を

有する者で、国務大臣と大法官が共同で

推薦した者が女王によって任命される。 

 

  任期・ 

身分等 

【審判官】 

(1) 任期 

 ５年。再任可。 

(2) 身分 

 非職業裁判官（国家公務員ではない。） 

(3) 報酬 

 無償。旅費の支給あり。 

(4) 身分保障 

 使用者は、審判官の職務の遂行に必要

な時間を与えなければならず、その間の

賃金を減額してはならない。また、労働

監督官の許可がなければ解雇されるこ

とはない。 

(5) 研修 

 国は研修を実施し、審判官には任期中 

【名誉職裁判官】 

(1) 任期 

 ５年。再任可。 

(2) 身分 

 非職業裁判官であって、非常勤であ

る。 

(3) 報酬 

 時間手当、旅費、必要経費等が支給さ

れる。 

(4) 身分保障 

 その活動を妨げられず、また、その活

動を理由とした不利益取扱は禁止され

る。 

(5) 権限 

 職業裁判官と同一である。 

【素人審判官】 

(1) 研修 

 任命時及び６か月ごとに研修が実施

される。 

(2) 権限 

 職業裁判官と同一である。 

（労働事件を扱う特別な裁判所はな

い。） 
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   に６週間の研修休暇が与えられる。    

 審 

理 

手続 【手続の主な流れ】 

①申立（口頭の申立も可） 

②調停の前置（調停部） 

＊非公開。原則として当事者本人に出

廷義務。成立の場合は調停調書を作

成（執行力あり） 

＊審判官２名（労使各１名）で行う。 

③判決部への移送 

＊調停不調や被告が不出頭の場合 

＊開廷期日までの間に裁判外の和解が

成立することも多い。 

④事件が判決に熟していれば、直ちに判

決 

⑤審理 

＊公開。対審。口頭での主張。 

＊審判官４名（労使各２名）で行う。 

⑥判決 

 

【手続上の特徴】 

・調停前置 

・口頭による申立、主張が可能。 

・調停部による仮の措置 

＊使用者が調停に出頭しない場合等に

おいて、調停部は、①賃金台帳等の

提出命令、②賃金等の仮払い命令（債

務の存在に重大な疑義がない場合。

額の上限あり。）、③証拠等の保全

に必要な処分を、仮の措置として行

うことができる。この処分に対する

上訴は本案判決に関する上訴と同時

にのみ行うことができる。 

・当事者間の手続契約 

＊審判所によっては、調停手続段階で、

原告の証拠準備期間、被告の反論準

備期間を定める手続契約を当事者間

で締結させた上で審判手続を行って

いる審判所がある。（手続契約が守 

【判決手続の主な流れ】 

①訴えの提起 

＊事件類型ごとの簡易な定型訴状あ

り。 

②和解弁論の前置（第一審のみ） 

＊原則公開。職業裁判官により、原則

最初の１期日で実施。 

＊不調の場合は、直ちに訴訟弁論に移

行するか、又は訴訟弁論の期日を指

定する。 

③訴訟弁論の準備 

＊裁判長は、準備書面の補充、説明等

の提出を課すこと、官公庁等に対し

情報提供を求めること、当事者本人

の出頭を命ずること、証人等を弁論

に呼び出すこと等の措置を執ること

ができる。 

④訴訟弁論 

＊原則公開。可能な限り１回の期日で

終了させる。 

＊訴訟手続中を通じて和解によって終

了させる努力義務を負っている。 

④判決 

＊可能な限り弁論終了の期日に直ちに

口頭で言い渡し、判決書は言渡し期

日から３週間以内に作成・交付する。 

 

【手続上の特徴】 

・和解弁論前置 

・職権進行主義 

＊当事者が主張立証する弁論主義が原

則だが、一般の民事裁判より裁判所

の職権の強い部分がある。 

・口頭主義（口頭弁論が中心）、直接主

義（法廷での弁論が中心） 

＊一般の民事裁判よりも徹底してい

る。 

【手続の主な流れ】 

①申立 

＊定型の書式あり。手紙の郵送、ファ

ックスによる送付も可。 

②被申立人による応訴書の提出 

＊被申立人は、申立書の写しの受領後

一定期間内に応訴書を提出しない

と、以後の手続に参加できなくなる。 

③ACASによるあっせんの前置 

＊ETから申立書及び応訴書の写しが

ACASに送付されると、ACASは当

事者間のあっせんを行う。 

＊あっせん手続の際に出された事項

は、相手方の合意がない限り、訴訟

において証拠とすることはできな

い。 

④審理前の手続 

＊審判所は、当事者の申立又は職権に

より、相手方に対して、事実・主張

等を説明した書面の提出、文書の開

示、証人の出頭等を命ずることがで

きる（罰金による強制等あり）。 

⑤予備審理等 

＊指示審理：複雑な事件について、審

理の準備に必要な事項を指示し、審

理に要する時間等を決定する（審判

長単独で行う。） 

＊審問前審査：勝訴の合理的な見込み

の有無を判断するために行い、見込

みがない場合には保証金の支払いを

命ずることができる。 

＊予備審理：訴訟を行う資格要件や提

訴期限（解雇の場合３か月以内）を

満たしているか否かを判断する。 

⑥審理 

＊公開。対審。通常１～２日で終了。 

＊両当事者が同意した場合には、素人 

（一般の民事訴訟の手続による。） 
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    られない場合、審判所は当該事件を

抹消できるとされる。） 

・報告審判官（１名又は２名） 

＊事件についての判断に資するため、

証拠の収集や当事者・関係者の事情

聴取等の調査を行い、担当部に報告

する審判官。当該事件の担当部から

任命される。 

・迅速主義 

＊迅速な処理を図るため、訴訟弁論が

１回の期日で終了するようにするた

めの準備措置、弁論終了後直ちに行

う判決言渡し等が定められている。 

・解雇事件等についての特別な手続 

＊優先的な処理を図るため、以下のよ

うな特則が定められている。 

①和解弁論は訴えの提起後２週間以

内に行う。 

②和解弁論が功を奏しない場合に

は、和解弁論後２週間以上の相当

な期間内に答弁書を提出するよ

う、被告に命ずる。 

③答弁書に対して書面で見解を示す

ために、原告に対して２週間以上

の相当な期間を定めることができ

る。 

④時機に遅れて提出された攻撃防御

方法は原則として認めない。 

 審判官が１名でも審理を行える。 

⑦決定 

＊結審後、口頭で言い渡され、書面は

後日出される。 

 

【手続上の特徴】 

・ACASによるあっせん前置 

・ETは、厳格な法律主義よりも、よき労

使関係の形成を目的とした常識的な解

決を図るため、通常裁判所の訴訟にお

ける証拠の厳格なルールには拘束され

ない。 

・ETの決定（復職・再雇用、金銭補償等

の命令）には強制力はなく、最終的に

は、金銭の支払いについて県裁判所の

執行命令により執行されることとな

る。 

 

   仮処分等 

手続 

・急速審理部は、①切迫した損害等の防

止のために保全・原状回復措置を命ず

ること、②債務の存在に重大な疑義が

ない場合に仮払いを命ずること等の仮

処分手続や判決の仮執行手続を行う。 

＊仮処分・仮執行の履行は、罰金によ

る間接強制で確保される。 

・民事訴訟法の規定に基づく仮処分手続

がある。 

＊集団紛争での利用が中心的とされ

る。 

  

  判決 ・審判官による多数決 

・ある争点について多数決で可否同数と

なった場合には、当該争点について、

当該労働審判所の所在地を管轄する小

審裁判所の職業裁判官が裁判長となっ

て再審理を行った上で、改めて多数決

により判決を下す。 

＊再審理では、当事者は新証拠・新主

張の提出が可能。 

 

・裁判官による多数決 

＊名誉職裁判官の評決権は職業裁判官

と同一である。 

 

・審判官による多数決 

＊素人審判官の評決権は職業審判官と

同一である。 
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  訴訟代理 ・本人訴訟が可能。 

・訴訟の代理人・補佐人には、弁護士の

他、当事者と同一の職業に属する労働

者又は使用者、当事者が所属する労使

団体の代表者等がなることができる。 

  
 １審 ２審 ３審 

本人訴訟 ○ × × 

弁 護 士 以 外

の代理 

○ ○ × 

弁護士代理 ○ ○ ○ 
  

＊弁護士以外の代理人としては、労使

団体の代理人等（労働組合の権利保

護書記等）が挙げられる。 

・訴訟費用を支弁できず、労使団体によ

る訴訟代理を求めることもできない当

事者に対しては、相手方が弁護士代理

の場合、当該当事者の申立により、裁

判長が弁護士を付することを命じる。 

・本人申立が可能。 

・審判の代理人には、弁護士の他、労使

団体の役員等がなることができる。 

 

  訴訟費用 ・訴訟費用は低廉である。 

＊負担する費用としては、訴えの登録

費、当事者呼出用の郵便費、判決送

達費等がある。 

・訴訟費用は低廉である。 

＊他の訴訟手続よりも低廉。上限は

500ユーロ。 

＊和解により終結した場合は無料。 

・弁護士費用は、第一審では原告・被告

の各自負担（一般の民事裁判では敗訴

者負担）。第二審以上では敗訴者負担。 

・原則として審判費用の負担なし。 

＊濫訴の場合、勝訴の見込みなく手続

を継続し敗訴した場合には、費用の

支払いを命ぜられる。 

＊ETの審判手続には、法律扶助の適用

はない。 

（一般の民事訴訟の訴訟費用によ

る。） 

＊ただし、公民権法に関する訴訟

等では弁護士費用の敗訴者負担

制度あり。 

注１ イングランド及びウェールズにおける制度である。 

 

○ この資料は、日本労働研究機構「個別労働紛争処理システムの国際比較」、諸外国の制度に関するヒアリング等をもとに、諸外国の労働関係紛争処理制度の概要について、検討の
参考として事務局において整理したものである。 
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４．平成 15 年度個別労働紛争解決制度施行状況 

厚生労働省発表 

平成 16 年５月 19 日 

《平成15年度個別労働紛争解決制度施行状況》 

 

個別労働紛争解決制度の利用進む 

・民事上の個別労働紛争相談件数 14万件 
・あっせん申請受理件数 ５千件 

 

《概要》 

◎個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律施行状況 ～平成 15 年度～ 

 １.総合労働相談件数 ： 734,257件 (17.4%増*) 
 ２.民事上の個別労働紛争相談件数 ： 140,822件 (36.5%増*) 
 ３.助言・指導申出受付件数 ： 4,377件 (87.7%増*) 
 ４.あっせん申請受理件数 ： 5,352件 (76.3%増*) 

 【* 増加率は、平成 14 年度実績と比較したもの。】 

 

 個別労働紛争解決制度は、平成 13 年 10 月の施行から 2 年半を経過したところであるが、

人事労務管理の個別化等の雇用形態の変化、厳しい経済・雇用情勢等を反映し、全国約 300

ヵ所の総合労働相談コーナーに寄せられた民事上の個別労働紛争に係る相談件数は 14 万

件を超えている（総合労働相談件数は 73 万件超）。また、助言・指導申出受付件数は 4 千

件、あっせん申請受理件数は 5 千件を超えるなど、制度の利用が進んでいる。  

【参考】 

 平成 15 年労働関係民事通常訴訟事件の新受件数 2,433 件（全国地方裁判所）  

『個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律（別添 5、6）』に基づく、個別労働紛争解

決制度の平成 15 年度の施行状況は以下のとおりである（概要は別添 3、都道府県労働局別

一覧は別添 4）。  

 

◆相談受付状況 

 各都道府県労働局、主要労働基準監督署内、駅近隣の建物などにおいて、労働に関するあ

らゆる相談にワンストップで対応するための総合労働相談コーナー（約 300 ヵ所）を開設し

ているところであるが、平成 15 年度１年間に寄せられた相談は 73 万 4,257 件であった。 

 このうち、労働関係法上の違反を伴わない、解雇、労働条件の引下げ等のいわゆる民事上

の個別労働紛争に関するものが 14 万 822 件である。年度ごとの推移をみると、確実に件数
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が増えている。（第１図）  

 

（注）平成 13 年度の件数は、下半期分（Ｈ13.10.1～Ｈ14.3.31）である。 

 

 また、民事上の個別労働紛争にかかる相談内容の内訳は、解雇に関するものが 29.8%と最

も多く、次いで労働条件の引下げが 15.8%、いじめ・嫌がらせ 7.4%と続いている（第２図）。  

 

 

◇都道府県労働局長による助言・指導及び紛争調整委員会によるあっせん 

 平成 15 年度の当該制度に係る助言・指導申出受付件数は 4,377 件で、平成 14 年度比 87.7％

の増加となっている。あっせん申請受理件数は 5,352 件で、同じく 76.3％の増加となってい

る。（第３図） 
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（注）平成 13 年度の件数は、下半期分（H13.10.1～H14.3.31）である。 

 

◆紛争調整委員会によるあっせん 

 あっせん申請の主な内容は、解雇に関するものが 45.1%と最も多く、労働条件の引下げが

10.3%、いじめ・嫌がらせが 6.7%と続いている（第４図）。 

 なお、あっせんの実施事例は、別添１のとおりである。 

 

 平成 15 年度 1 年間に申請を受理した事案の都道府県労働局における処理状況をみると、

手続きを終了したものは 5,100 件であり、このうち、合意が成立したものは 2,154 件（42.2%）、

自主的解決等により申請が取り下げられたものは 467 件（9.2%）、紛争当時者の一方が手続

きに参加しない等の理由により、あっせんを打ち切ったものは 2,439 件（47.8%）となって
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いる。処理に要した期間は、1 ヶ月以内が 64.2%、1 ヶ月を超え 2 ヶ月以内が 28.1%となっ

ている。 

 申請人は、労働者が 5,234 件（97.8%）と大半を占めるが、事業主からの申請も 101 件（1.9%）

となっており、労使双方からの申請も 17 件（0.3%）あった。労働者の就労状況は、正社員

が 65.1%と最も多いが、パート・アルバイトが 17.0%、派遣労働者・期間契約社員も 12.3%

を占めている。事業所の規模は、10～49 人が 33.5%と最も多く、次いで 10 人未満が 21.0%、

50～99 人が 10.1%となっている。また、労働組合のない事業所の労働者が 66.0%である。  

 

 

【紛争調整委員会とは】 

 弁護士、大学教授等の労働問題の専門家である学識経験者により組織された委員会

であり、都道府県労働局ごとに設置されている。この紛争調整委員会の委員のうちか

ら指名されるあっせん委員が、紛争解決に向けてあっせんを実施するものである。  

 

◇都道府県労働局長による助言・指導 

 助言・指導の申出の主な内容は、解雇に関するものが35.8%と最も多く、労働条件の引下

げが12.8%、いじめ・嫌がらせ6.5%と続いている（第６図）。 
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 平成 15 年度 1 年間に申出を受け付けた事案について都道府県労働局における処理状況を

みると、平成 16 年 3 月までに手続きを終了したものは 4,339 件であり、このうち助言・指

導を実施した件数は 3,954 件（91.1%）、申出が取り下げられたものは 181 件（4.2%）、処理

を打ち切ったものは 158 件（3.6%）であった。処理に要した期間は、1 ヶ月以内が 90.1%と

なっている。 

 申出人は、労働者が 97.2%とほぼ大半を占めるが、事業主からの申出も 122 件（2.8%）あ

った。就労状況は、正社員が 63.4%と最も多いが、パート・アルバイトが 19.1%、派遣労働

者・期間契約社員も 11.4%を占めている。事業所の規模は、10～49 人が 35.0%と最も多く、

次いで 10 人未満 23.2%、100～299 人が 10.7%となっている。また、労働組合のない事業所

の労働者が 71.4%である。 

 なお、助言・指導の実施事例は、別添２のとおりである。  

 



－52－ 

別添１ 

あっせんの例  

 

○整理解雇に係るあっせんの事例 

事案の概要  申請人は、会社から、事業縮小を理由として整理解雇の通告を受け

た。 

 申請人は、事業縮小に伴う人員削減については仕方がないと思う

が、突然の解雇で生活設計に大きな影響があり、整理解雇対象者の人

選についても納得がいかず、賃金○ヶ月相当額の補償金の支払いを求

めてあっせん申請を行った。 

 

 あっせんの結果、○○万円の解決金を支払うことで合意が成立した

もの。 

あっせんのポイント  会社は、和解金による解決に理解を示し、一方、申請人も和解金額

に譲歩を示し、双方の合意が成立した。 

 

○いじめ・嫌がらせをめぐるあっせんの事例 

事案の概要  申請人は、所長から「仕事が向いていないから辞めろ」と言われた

り、他の社員の前で体重を測定され「デブ」と言われるなど侮辱され

たほか、雑巾で顔をはたかれるなどの暴力を再三にわたって受けたこ

とから、会社を休業するに至ったため、申請人が、会社に対し精神的・

肉体的苦痛に対する慰謝料等の支払いを求め、あっせん申請を行った

もの。 

 

 あっせんの結果、○○万円の解決金を支払うことで合意が成立した

もの。 

あっせんのポイント  紛争当事者双方の主張が大きく隔たっていたが、あっせん委員の調

整により、会社は、解決金の支払いによる解決に理解を示し、解決金

の額についても合意が成立した。 
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別添２ 

助言・指導の例  

 

○懲戒解雇に係る助言・指導の事例 
事案の概要  申出人は、鋼鉄製品の製造工場の製造部門において勤務していたが、

工場の規模縮小に伴い、従事していた生産ラインがなくなったため、

配置転換により同工場の事務職に就くこととなったが、不慣れな業務

にストレスを感じ、同僚とトラブルを起こし、これが原因で解雇処分

を受けた。 

 申出人は、自分にも非があるものの、解雇は重すぎると処分の撤回

を求めて、労働局長の助言・指導を求めたもの。 

 

 労働局長の助言・指導を踏まえ、申出人と会社側とで話し合った結

果、トラブルのあった会社で勤務するよりは、同業他社で勤務したい

との申出人の意向もあったため、申出人は関連企業の生産部門で勤務

することとなった。 
助言・指導の内容  懲戒解雇処分について、処分の対象となった同僚とのトラブルが、

就業規則の懲戒事由のどれに該当するのか、どの懲戒処分を適用する

のか等について、十分に調査・検討を行ったうえで、慎重に判断する

こと。 
 

○労働条件の不利益変更に係る助言・指導の事例 
事案の概要  申出人は、ホテルにおいてパートタイムで客室清掃業務に勤務する

者であるが、被申出人から一方的に勤務日数を週５日から週３日に減

らされ、賃金が減少することとなったため、減少分の賃金の補償と、

従来どおりの週５日の労働日数に戻してほしいとして、労働局長の助

言・指導を求めたもの。 

 

 労働局長の助言・指導を踏まえ、申出人と会社側とで話し合った結

果、減少分の賃金○万円を補償した上で、週５日の労働日数の調理業

務に勤務することで合意した。 
助言・指導の内容  労働者にとって、不利益な変更内容と判断される労働条件の変更に

ついては、基本的には労使の合意が必要となることから、当事者間で

よく話し合うこと。 
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別添３ 

個別労働紛争解決制度の運用状況について 

（平成15年4月1日～平成16年3月31日） 

１ 総合労働相談コーナーに寄せられた相談 734,257件 
  相談者の種類 

 労働者 460,446件  事業主 205,631件  その他 68,180件 
２ 民事上の個別労働紛争に係る相談の件数 140,822件 
 (1) 相談者の種類 

 労働者 115,160件  事業主 16,645件  その他 9,017件 

(2) 紛争の内容（※内訳が複数にまたがる事案もあるため、計が158,378件となる。） 

 普通解雇 34,910件  整理解雇 7,783件  懲戒解雇 4,484件 

 労働条件の引下げ 25,070件  退職勧奨 10,744件  出向・配置転換 5,451件 

 その他の労働条件 29,460件  セクシュアルハラスメント 2,948件 

 女性労働問題 1,722件  募集・採用 2,296件  雇用管理等 1,958件 

 いじめ・嫌がらせ 11,697件  その他 19,855件 
３ 都道府県労働局長による助言・指導の件数 
 (1) 助言・指導の申出の受付を行った件数 4,377件 
  紛争の内容（※内訳が複数にまたがる事案もあるため、計が4,491件となる。） 

  普通解雇 1,215件  整理解雇 273件  懲戒解雇 118件 

  労働条件の引下げ 577件  退職勧奨 241件  出向・配置転換 182件 

  その他の労働条件 850件  セクシュアルハラスメント 34件 

  女性労働問題 3件  募集・採用 55件  雇用管理等 58件 

  いじめ・嫌がらせ 293件  その他 592件 
 (2) 助言・指導の手続を終了した件数  4,339件 
  終了の区分 

  助言を実施 3,920件  指導を実施 34件 

  取下げ 181件  打切り 158件  その他 46件 
４ 紛争調整委員会によるあっせんの件数 
 (1) あっせんの申請の受理を行った件数 5,352件 
  紛争の内容（※内訳が複数にまたがる事案もあるため、計が5,480件となる。） 

  普通解雇 1,867件  整理解雇 454件  懲戒解雇 150件 

  労働条件の引下げ 566件  退職勧奨 317件  出向・配置転換 173件 

  その他の労働条件 924件  セクシュアルハラスメント 153件 

  女性労働問題 5件  雇用管理等 38件  いじめ・嫌がらせ 365件 

  その他 468件 
 (2) あっせんの手続を終了した件数  5,100件 
  終了の区分 

  当事者間の合意の成立 2,154件  申請の取下げ 467件  打切り 2,439件 

  その他 40件 
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別添４ 

個別労働紛争解決制度の運用状況（平成15年４月～平成16年３月分） 
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別添５ 

個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律の概要 

１ 趣旨 

 企業組織の再編や人事労務管理の個別化等に伴い、労働関係に関する事項についての個々

の労働者と事業主との間の紛争（以下「個別労働関係紛争」という。）が増加していることに

かんがみ、これらの紛争の実情に即した迅速かつ適正な解決を図るため、都道府県労働局長

の助言・指導制度、紛争調整委員会のあっせん制度の創設等により総合的な個別労働紛争解

決システムの整備を図る。 
 

２ 概要  

(1) 紛争の自主的解決 

 個別労働関係紛争が生じたときは、紛争の当事者は、自主的な解決を図るように努めな

ければならないものとする。 
(2) 都道府県労働局長による情報提供、相談等 

 都道府県労働局長は、個別労働関係紛争の未然防止及び自主的な解決の促進のため、

労働者又は事業主に対し、情報の提供、相談その他の援助を行うものとする。 
(3) 都道府県労働局長による助言及び指導 

 都道府県労働局長は、個別労働関係紛争に関し、当事者の双方又は一方からその解決

につき援助を求められた場合には、当事者に対し、必要な助言又は指導をすることがで

きるものとする。 
(4) 紛争調整委員会によるあっせん  

イ 都道府県労働局長は、個別労働関係紛争について、当事者の双方又は一方からあっ

せんの申請があった場合において、当該紛争の解決のために必要があると認めるとき

は、紛争調整委員会にあっせんを行わせるものとする。 
ロ 都道府県労働局に、紛争調整委員会を置くものとする。 
ハ あっせん委員は、当事者間をあっせんし、双方の主張の要点を確かめ、実情に即し

て事件が解決されるように努めなければならないものとする。 
ニ あっせん委員は、当事者等から意見を聴取し、事件の解決に必要なあっせん案を作

成し、これを当事者に提示することができるものとする。 
(5) 地方公共団体の施策等 

 地方公共団体は、国の施策と相まって、地域の実情に応じ、労働者又は事業主に対し、

情報提供、相談、あっせんその他の必要な施策を推進するように努めるものとし、国は、

地方公共団体の施策を支援するため、情報の提供その他の必要な措置を講ずるものとす

る。また、当該施策として地方労働委員会が行う場合には、中央労働委員会が、当該地

方労働委員会に対し、必要な助言又は指導をすることができるものとする。 
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別添６ 
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５．「成果主義と労働紛争の解決」 山川隆一 
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【Ⅳ．付属資料 出典一覧】 

 

１．労働審判法の概要 

首相官邸ホームページ 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/sihou/hourei/roudousinpan_s.html 

 

２．労働審判法（平成16年法律第45号） 

首相官邸ホームページ 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/sihou/hourei/roudousinpan.html 

 

３．諸外国の労働紛争処理制度の概要 

首相官邸ホームページ 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/sihou/kentoukai/roudou/dai9/9siryou54.pdf 

 

４．平成15年度個別労働紛争解決制度施行状況 

厚生労働省平成16年5月19日報道発表資料 

http://www.mhlw.go.jp/houdou/2004/05/h0519-1.html 

 

５．「成果主義と労働紛争の解決」山川隆一 

土田道夫、山川隆一編『成果主義人事と労働法』（日本労働研究機構、2003）より第Ⅹ章

を抜粋  
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